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地域医療を担う公立病院改革に関する要請書

貴職の地方自治行政の推進にかかるご尽力に敬意を表します。

今日、地域医療をめぐっては、医療過疎や医療崩壊ともいえる深刻な状況にあります。

公立病院は民間病院ではできない不採算部門（僻地医療、救急医療、感染症医療、災害医療など）など重要な部門を担っています。また、地域と密接し、住民が安心して暮らすための基幹的不可欠な存在です。

しかしながら、この間の政府・与党による社会保障予算の削減に加え、公的医療費の抑制や患者負担の増大、診療報酬の引き下げ、公立病院に対する普通交付税等の財政措置の抑制など一連の歳出削減策はこうした地域医療の根幹を担う公立病院の経営悪化ばかりでなく存続さえ危うくさせています。

　さらに、「自治体財政健全化法」の施行は公立病院の債務を自治体本体の債務として連結し、自治体財政赤字を理由に病院の廃止や民間移譲さえ行われようとしています。

　地域医療の確保や住民が安心して良質な医療を受けられるための公立病院の再生を図るために、以下の通り要請いたします。

記

１．地域医療確保のための公立病院への支援措置について

①公立病院は地域医療を確保するセーフティネットであることから、政策医療機関としての役割を果たし、いわゆる「不採算地区・部門病院」などにおける地域医療の確保を図るための必要な支援を行うこと。

②医師確保対策については喫緊の課題であることから、医師の生涯にわたるキャリア形成の観点に立ち、病院・診療所の管理者となる要件に、僻地医療や周産期医療等への従事要件を付加することなど地域における医師確保に向けた実効ある対策を図ること。　
③看護師確保対策についても、賃金水準や就労環境の整備、医療事故に伴う救済措置(被害者と医療従事者双方への)創設など、看護師確保・離職防止に対する諸施策を実施するための支援措置を行うこと。

２．公立病院改革ガイドラインについて

　①再編ネットワーク化や経営形態変更は、地域特性や地域医療提供体制などへの混乱と支障をきたす恐れがあるため、自治体の自主性と意思決定を尊重すること。

また、改革プランの策定にあたっては、住民・利用者・医療関係従事者の意見を充分に踏まえて策定・実施するよう支援すること。

②改革に当たっては、公立病院の役割を充分に認識し、地域医療の確保を基本とし、医師をはじめとする医療従事者にとってやりがいがあり、住民にとって安心できる医療提供体制の整備を進めるための支援を行うこと。

　③指定管理者制度については、医師や看護師など地域の人材確保、診療科目の統廃合など、地域医療の確保に混乱と支障が生ずる実態にあることから、これを奨励しないこと。

３．病院事業にかかる地方財政措置等について

　①公立病院事業にかかる地方交付税措置については、不採算地区・小児・僻地・精神・救急・高度・周産期医療等について、その所要額を確保すること。

②市町村合併後の不採算地区病院については、地域の実情に照らして、引き続き所要の財政措置を講じること。

　③救急医療にかかる国庫補助等の税源移譲について、財政力の弱い自治体・地域において、救急救命センター等の確保が困難となっている。このため、必要な財源措置を講じること。

　④公立病院勤務医の過重労働解消・改善のための対策、産科・小児科医師の確保が急務となっているため、必要な財政措置を講じること。

４．「公立病院に関する財政措置のあり方等検討会」について

①検討会は、地域の実情に即して公立病院のあり方を検討するとともに、とりわけ政策医療を必要とする地域の実態について、関係者からのヒアリングなど現状把握を的確に行うなどして取りまとめること。

また、会議及び議事資料は原則公開とすること。

以　上

